
































































 

概要-1 

 

概 要 

最終更新日 
2023年 10月 1６日 

プロジェクト名 
環境調和型プロセス技術の開発/ 

②フェロコークス技術の開発 
プロジェクト番号 Ｐ１３０１２ 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒまたは担当

者 

及び METI 担当課 

省エネルギー部 武田 行生（２０２１年４月～２０２３年３月） 

省エネルギー部 田村 順一（２０１７年６月～２０２１年３月） 

製造産業局 金属課 

０．事業の概要 

(1)概要：本事業は、製銑工程の省エネルギー化とCO2 削減を図ることで、鉄鋼業における省エネル

ギー化、CO2 削減を推進するものである。一般炭と低品位鉄鉱石を用い成型・乾留した塊成物

（フェロコークス）をコークス、鉄鉱石と共に高炉へ装入することで、フェロコークス内の金属鉄

を触媒として鉄鉱石の還元反応を効率的に行い、1,500t/日規模の設備で10%の省エネルギー効果を

目指すものである。 

(2)事業規模：総事業費(国費分)100.6 億円予定（助成率１／２以内） 

(3)事業期間：2017 年度～2022 年度（6 年間） 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

鉄鋼業は我が国産業部門の中でCO2 発生量の約４０％、国全体の約１４％を占める最大のCO2 排出

業種であり、その中でも製銑工程では、その７０%を占めており、製銑工程におけるCO2 削減は喫緊

の課題となっている。また、日本の製鉄技術は既に世界最先端の水準にあり、廃熱や副生ガスの利

用による省エネルギーも極限に達していることから、地球温暖化対策としては革新的な省CO2 及び

省エネルギー技術の導入が急がれている。フェロコークスは、一般炭と低品位鉄鉱石の混合成型・

乾留により生成された金属鉄の触媒作用を利用して、鉄鉱石の還元を低温で行うことで還元効率を

飛躍的に高めた革新的塊成物であり、これを使用することで投入するコークス量を削減できる省エ

ネ技術開発である。 

高炉による製鉄プロセスから発生する CO2 又はエネルギー消費量を抜本的に削減する本プロジェク

トは、鉄鋼業における省エネ対策の最後の切り札として、2030 年に最大５基の導入を目指す。 

1.2 アウトカム達

成までの道筋 

・中規模設備で300t/dの製造技術（混練、成型、乾留、粘結材の各技術）するとともに、設備の耐

久性を検証する。 

・高炉においてフェロコークスが長期使用（原単位30kg/t）であることを実証する。 

・フェロコークスでコークスを1/3置換した場合の製銑工程における省エネ効果10%を検証する(新規

数式シミュレータによる推定含む）。 

・中規模設備（300t/d）で実用性(省エネ・CO2削減効果・製造コスト低減)が認められれば、研究開

発補助金制度に則り、製銑プロセスにおいてそのまま工程化する(2023年以降)。 

・上記設備で構成された商用規模設備（900～1500t/d 規模）の FS（設備・操業コスト、及び使用エ

ネルギーの評価）を実施し、実用性が認められれば、2030 年までに 5 基導入を目指す。 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

現ＰＪの前進である先導研究（「革新的製銑プロセスの先導的研究」）（’06～’08 年度） 

開始前に各社が所有する関連技術を封印。 

「資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発」（’09～’10 年度 NEDO、’11～’12 は国

直轄）において、特許網構築済み（権利化するもの、ノウハウとして秘匿するものを分類・整理） 

基本特許： 

①製造方法：プロセス、設備、配合条件 

②使用方法：高炉での装入方法 

周辺特許： 

①周辺システム、品質制御、副生物処理など 

基本特許：取得済 障害となる特許：無し 

２．目標及び達成状況 

 

2.1 アウトカム目

標及び達成見込

み 

アウトカム目標： 

２０３０年頃までに１,５００トン／日規模の実機５基を導入し、溶銑製造量２,０００万トン／年

（４００万ｔ/年高炉５基）に対して、省エネルギー効果量として原油換算量で１９．４万ｋｌ／

年、ＣＯ２削減量は８２万ｔ／年を見込む。また、フェロコークス原料炭の一般炭への利用拡大を

進めることにより、約２８０億円の経済効果を見込む。 

達成見込み 

・省エネルギー効果量及び、ＣＯ２削減量（10 行程度記載） 

・経済効果（10 行程度記載） 
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2.2 アウトプット

目標及び達成

状況 

（a）中規模設備での製造技術実証 

a－１ ラボ・中規模設備での比重・粒度が異なる原料の均一混合技術の確立 

a－２ 複数本羽口を有する中規模設備での乾留技術の確立 

・生産量３００ｔ／ｄで長期間安定稼動が可能なことを実証する。 

・高炉装入に耐えうる乾留物の最適製造条件を確立する。 

・混合・撹拌シミュレーションモデルを用い、均一性を確保できる運転条件を提示する。 

指標１：原料の均一混合技術の確立（固体３種類、液体１種類の混合）：混合度９５以上 

指標２：乾留後塊成物のドラム強度：ＤＩ１５０／１５≧８０（＊） 

（＊）「資源対応力のための革新的製銑プロセス技術開発」において、フェロコークス製造量２

７．５ｔ／ｄ～３０ｔ／ｄとし、乾留炉操業３０日間で７４０ｔのフェロコークスを製造した際、

目標強度 ＩＤ３０／１５＞８１以上の歩留りが９３．５％であった。 

（b）一般炭、低品位原料使用時の製造技術 

・ラボスケールでの試験結果から、原料（鉄鉱石、石炭）の絞込みを行う。これら原料がフェロ

コークス用原料として適していることを検証する。 

指標：成型物の強度（ I 型ドラム強度）：ＩＤ３０／１５≧８５ 

（c）実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証 

・高炉への長期装入試験を行い、高炉の還元材比や高炉操業の安定性に及ぼす影響を評価する。ま

た、製銑工程における省エネ効果に及ぼす影響を把握し、（e）の数値 

シミュレーションと合わせ、目標の省エネ１０％を達成する。 

指標：連続操業試験：３０日以上 

（d）新バインダー強度発現実証 

・新規固形バインダーの実証技術開発計画案を提示する。 

・所定の強度を実現しうる液体新規バインダー製造プロセス案を提示する。 

・フェロコークスブリケットの冷間強度予測モデルを提示する。 

指標：(a)及び(b)の達成に資するものであり、指標その他は(a)、(b)と同じ 

（e）フェロコークス導入効果の検証 

・フェロコークスの実高炉使用時の操業結果を数学モデルを用いて高精度にシミュレートする。 

・中規模設備で製造したフェロコークスの反応速度を調査し、反応モデルを構築する。 

指標：評価方法の確立と省エネ効果(目標１０％)の確認 

（（e）の数値シミュレーションと（c）（実高炉でのフェロコークス長期使用、効果検証）の結果

と合わせ、目標の省エネ１０％を検証する）。 

３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省担当原課 製造産業局 金属課 

プロジェクトリー

ダー 

 

プ ロ ジ ェ ク ト マ

ネージャー 

省エネルギー部 武田 行生（２０２１年４月～２０２３年３月） 

省エネルギー部 田村 順一（２０１７年６月～２０２１年３月） 

 

助成先 

JFE スチール株式会社 

株式会社神戸製鋼所 

日本製鉄株式会社 

2 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

 

事 業 費 推 移 

(単位:百万円) 

 

主な実施事項 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy  

➀中規模設備

での製造実証 
       

➁一般炭、低

品位原料使用

時の製造技術 
       

➂実高炉での

フェロコーク

ス長期使用、

効果検証 

       

④ 新 バ イ ン

ダーの強度発

現実証 
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⑤フェロコー

クス導入効果

の検証の確認 
       

会計・勘定 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 総額 

一般会計        

特別会計 

（需給） 
828 2051 2541 2700 717 771 9608 

開発成果促進

財源 
    

  
 

総 NEDO 負担額 828 2051 2541 2700 717 771 9608 

3.3 研究開発計画  

 

情勢変化への対

応 

【海外技術動向の把握】 

１，「環境調和プロセス技術の開発に係る技術開発動向等の調査」の実施   

2017 年度～2018 年度 

２，「各国の鉄鋼業における政策・技術開発の長期見通しに係る動向調査」の実施  

2018 年度～2019 年度 

 

中間評価結果へ

の対応 

指摘１：CO2 排出量低減の要求増大に対して速度感が合わず、実用化・事業化時期が遅くなる懸念

がある。 

対応：2030 年時点における事業化、海外展開に遅れが生じないよう技術検討委員会を活用し、研究

開発をスケジュールどおりに進める。 

指摘２：炭素価格などの環境経済的な目標設定がないので、普及時のインパクト等が、現時点では

評価しにくいと思われる。 

対応：CO2 削減コスト（炭素価格）については、本事業の外で決定されるものである。今後、炭素

価格等の制度改正の検討が予定されているため、それらの結果を踏まえた上で、改めて普及時のイ

ンパクトについて評価を行う。 

指摘３：製造技術開発に他実施項目からのフィードバックによる計画修正がないなど、各要素技術

担当者間の連携が弱いと思われる。 

対応：技術検討委員会においては開発状況は共有されていたが、さらに常日頃から NEDO を介して開

発状況を共有する。特に実施計画の変更に当たっては、変更情報を事業者と NEDO で共有し、関連す

る要素技術の開発に与える影響を計画変更へ確実に反映させる。 

指摘４：社会・経済・政策・技術の変化は急激なので、技術の取捨選択や融合、実施体制見直し等

の積極的な実施や、海外展開を視野に入れた知的財産戦略が望まれる。 

対応：技術検討委員会において、外部有識者の意見も踏まえて技術の取捨選択、実施体制の見直し

を進める。また、同委員会の中で海外展開に向けた知財検討状況についてより議論を進めていく。

事業者とともに海外展開を視野に入れた知的財産戦略の構築を積極的に進める。 

指摘５：他の国プロの各種技術開発要素との組合せによる将来像を検討し、今後のビジョンを議論

し公開される事を期待する。 

対応：COURSE50 との相乗効果については、2022 年度において最適解を得るために、双方のプロ

ジェクト間の連携を継続する。さらに、他の国プロの技術開発動向を把握し、各要素技術との組合
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せによる将来像について、NEDO、事業者とも今後のビジョンを議論し、情報発信や広報活動を積極

的に行うように努める。 

指摘６：フェロコークス高炉内使用の実証は、実高炉では投入量が制限され、多量投入時のシミュ

レーションが重要となるため、予測精度を上げる工夫を施し、使用データの適用性・信頼性につい

て十分に確認する必要がある。 

対応：本事業において、省エネルギー効果量の推測のため、当初計画していたフェロコークス装入

量 30kg/t に追加して 45kg/t 以上の水準を実施することで、高炉内高機能反応シミュレーターの予

測精度を上げる計画である。データの信頼性が確保できる適切な回数の高炉装入試験を実施する計

画である。 

指摘７：製銑工程の下工程ではエネルギー消費量の補填によって CO2 排出量が増大しているので、

下工程を考慮した技術開発の検討が望まれる。 

対応：本事業において実施予定である高炉内へのフェロコークス装入試験結果より全工程を見据

え、下工程への供給エネルギーの精査を行い、技術課題を明確にする。 

指摘８：】成果は世界初であり、他国でも同様の技術開発が進む事から、国際協力とともに適切な

知的財産保護が求められる。 

対応：知財戦略については、知財会議（事業者主体で実施）にて議論を行い、さらに、その結果を

事業者（知財担当者も含め）より技術検討委員会にて報告、議論を行う。事業者とともに海外展開

を視野に入れた知的財産戦略の構築を積極的に進める。 

指摘９：高炉でのフェロコークス実使用は試験規模が小さく、新バインダー製造ではフェロコーク

ス乾留で生じるタールの利用等の課題がある。 

対応：乾留炉で生じるフェロコークスタールの活用については、本事業の中で改質による特性向

上、設備の安定的な運転条件の探索を行い、生産規模拡大時に適用できる製造条件の確立をする。 

指摘１０：】国内高炉の何割までの使用を考えるのか、普及促進に必要な事は何か、等を明示し、

脱炭素化実現シナリオにおける本技術の立ち位置を、一般市民に向けてアピールする事が望まれ

る。 

対応：高炉へのフェロコークス装入試験結果より、その経済性、省エネルギー性、CO2 削減効果を

見極め、普及促進に向けた課題とその対応を明確にする。さらに、脱炭素化に向けた本プロジェク

トの位置づけや将来像について事業者とともに明らかにし、情報発信や広報活動を積極的に行う。 

指摘１１：従来の高炉設備をそのままで利用できるメリットが大きく、海外の既存プロセスにおい

ても導入できるので、海外展開も視野に入れた事業化を検討するのがよいと思われる。 

対応：海外展開については 2018 年度に実施した調査事業において海外の市場ポテンシャルを明確に

している。状況の変化に応じてさらに必要な調査事業を実施し、結果を事業者と共有することで、

海外展開を視野に入れた積極的な事業展開を求める。 

指摘１２：今後、地球温暖化に対する規制は強化されるので、開発を加速して頂きたい。 

対応：地球温暖化に関する規制の動向を注視し、開発の加速を検討する。 

評 価 に 関 す る 

事項 

事前評価 なし 

中間評価 ２０２０年度 中間評価実施 

終了時評価 ２０２３年度 終了時評価実施 

別添  
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投稿論文 
「査読付き」９件、「その他」０件 

特 許 
「出願済」２件、「登録」１件、「実施」０件 

特記事項： 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

研究発表・講演：１９件 

新聞・雑誌等への掲載：１２件 

展示会への出展：４件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2013 年 3 月 作成 

変更履歴 
2017 年2 月 改訂（フェロコークス技術の開発を追加） 

2018 年 1 月 改訂（フェロコークス技術の開発の実施期間を 5 年から 6 年に延長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




